
新潟市指定自立支援医療機関（精神通院医療）指定申請等手続要領 

 

１ 趣旨 

 この要領は，新潟市に所在地を有する病院，診療所，若しくは薬局の開設者（以下「医療

機関の開設者」という。），訪問看護を実施している訪問看護事業者，居宅サービス事業者及

び介護予防サービス事業者（以下「訪問看護事業者等」という。）が，新潟市長（以下「市長」

という。）に対して，次の事項に該当するときに必要な手続きについて定めるものとする。 

（１） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号。以下「法」という。）第５９条第１項の規定による指定の申請 

（２） 法第６４条の規定による変更の届出 

（３） 法第６５条に規定する指定辞退の申出 

２ 指定の申請 

（１） 医療機関の開設者は，法第５９条第１項の規定による市長の指定を受けようとする

場合は，指定自立支援医療機関（精神通院医療）指定申請書（別記様式第１号）を市長に提

出しなければならない。 

（２） 上記（１）で申請があった場合は，所要の審査を行ったうえで，審査した結果を速

やかに申請者へ通知することとする。なお，指定年月日は，原則として，指定の決定をした

日の属する月の翌月初日とする。 

３ 変更の届出 

（１） 指定自立支援医療機関（病院または診療所）の開設者は，次の事項の一に該当す

るに至ったときは，指定自立支援医療機関変更等届出書（別記様式第２号）を，速やかに

市長に提出しなければならない。 

ア 病院または診療所の名称，所在地または医療機関コードに変更があったとき。 

イ 開設者の住所または氏名若しくは名称に変更があったとき。 

ウ 標榜している診療科名（担当する医療の種類に関係があるものに限る。）に変更が

あったとき。 



エ 自立支援医療を主として担当する医師の指名及び経歴に変更があったとき。 

オ 自立支援医療を行うために必要な設備または体制の概要に変更があったとき。 

カ 診療所にあっては，患者を収容する施設または収容定員に変更があったとき。 

キ 当該医療機関を休止し，廃止しまたは再開したとき。 

ク 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第２４条，第２８条または第２９条に規定

する処分を受けたとき。 

（２） 指定自立支援医療機関（訪問看護事業者等）の開設者は，次の事項の一に該当す

るに至ったときは，指定自立支援医療機関変更等届出書（別記様式第２号）を，速やかに

市長に提出しなければならない。 

ア 指定訪問看護事業者等の名称，所在地または訪問看護機関ステーションコードに

変更があったとき。 

イ 当該指定訪問看護ステーション等の名称または所在地に変更があったとき。 

ウ 当該指定訪問看護ステーション等において指定訪問看護等に従事する職員の定数

に変更があったとき。 

エ 当該指定訪問看護ステーション等において行う指定訪問看護等の事業を休止し，

廃止しまたは再開したとき。 

オ 健康保険法（大正１０年法律第７０号）第９５条，介護保険法（平成９年法律第

１２３号）第７７条第１項に規定する処分を受けたとき。 

（３） 指定自立支援医療機関（薬局）の開設者は，次の事項の一に該当するに至ったと

きは，指定自立支援医療機関変更等届出書（別記様式第２号）を，速やかに市長に提出

しなければならない。 

ア 薬局の名称，所在地または薬局コードに変更があったとき。 

イ 開設者の住所または氏名若しくは名称に変更があったとき。 

ウ 調剤のために必要な設備または施設の概要に変更があったとき。 

エ 当該医療機関を休止し，廃止しまたは再開したとき。 

オ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第７２条第４項または第７５条第１項に規



定する処分を受けたとき。 

４ 指定の更新 

（１） 法第６０条第１項の規定に基づき指定自立支援医療機関の更新をしようとする者

（以下「更新申請者」という。）は，別記様式第３号による指定自立支援医療機関（精神

通院医療）指定更新申請書により市長に提出しなければならない。 

（２） 上記（１）で申請があった場合は，所要の審査を行ったうえで，審査した結果を

速やかに更新申請者へ通知することとする。 

５ 指定の辞退 

 指定自立支援医療機関の開設者は，法第６５条の規定により指定を辞退しようとする場合

は，指定自立支援医療機関指定辞退申出書（別記様式第４号）を，市長に提出しなければな

らない。 

６ 指定自立支援医療機関台帳の作成 

（１） 市長は，指定自立支援医療機関（精神通院）台帳（別記様式第５号）を作成する。 

（２） 市長は，指定自立支援医療機関（精神通院）台帳の変更を行ったときには，各月

ごとに社会保険診療報酬支払基金新潟支部及び新潟県国民健康保険団体連合会に通知

するものとする。 

 

附 則 

この要領は，平成１９年４月１日から実施する。 

附 則 

この要領は，平成２４年３月１日から実施する。 

附 則 

この要領は，平成２４年８月１日から実施する。 

   附 則 

この要領は，平成２５年４月１日から実施する。 

   附 則 



この要領は，平成３０年１０月１日から実施する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は，令和３年４月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要領の施行の際現にある改正前の別記様式第１号，別記様式第２号，別記様式第３

号及び別記様式第４号，並びに別紙１及び別紙２の規定による用紙については，当分の間，

これを取り繕って使用することができる。 

 
























